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公益財団法人都道府県センター事業の概況 

 

 

  公益財団法人都道府県センターは、定款に定める当法人の事業目的を達成するた

め、下記の各事業に取り組んでいる。 

 

1 被災者生活再建支援法に基づく自然災害による被災者の生活再建支援事業 

（公益目的事業１） 

当事業は、阪神淡路大震災を契機として制定された被災者生活再建支援法（平

成 10 年５月 22 日法第 66 号）に基づき、自然災害により住宅に著しい被害を受

けた被災者に対し支援金を支給し、被災者の生活再建を支援する事業である。 

支給額については、平成 19 年 11 月の支援法の一部改正により、住宅の被害程

度に応じて支給する「基礎支援金」と、住宅の再建方法に応じて支給する「加算

支援金」とを合わせて、一世帯当たり最大 300 万円が定額渡し切り方式で支給さ

れることとなっている。 

また、令和２年 12 月の支援法の一部改正により、支援金の支給対象として、半

壊世帯のうち大規模半壊世帯には至らないが相当規模の補修を要する世帯（中規

模半壊世帯）を追加。令和２年７月３日以降に発生した自然災害（令和２年７月

豪雨を含む。）により被災世帯となった世帯にも遡及適用し、「加算支援金」と

して、住宅を建設・購入する場合は 100 万円、補修する場合は 50 万円、賃貸する

場合は 25 万円が支給される仕組みとなっている（金額はいずれも世帯人数が複

数の場合）。 

支援金は、平成 11 年４月５日の事業開始以降、令和６年度末までの 26 年間で、

累計 316,267 世帯に総額 553,545,804 千円を支給した。 

 

2 都道府県行政の円滑な運営と進展に資する活動を行う団体の支援事業 

（公益目的事業２） 

  当事業は、都道府県行政の円滑な運営と進展に資するため、地方自治振興基金

（30 億円余）から生ずる運用益及び当該基金の一部取崩しにより、都道府県知事

の全国的連合組織である全国知事会の活動を支援する事業である。 

支援にあたっては、地方行財政に関する事項を調査・研究する委員会の活動や、

先進政策バンクの運営を通じた各都道府県の先進政策事例の情報発信等、地方自

治の円滑な運営に寄与する事業を助成の対象としている。 

 

3 都道府県会館の管理運営事業（公益目的事業３及び収益事業１） 

 当事業は、東京における都道府県の活動拠点としての役割を担う都道府県会館

の管理運営を行う事業である。 

（1）公益目的事業 

都道府県及び都道府県行政に密接な関係を持つ団体に対し、近隣の相場よりも

低廉な価格で事務所を提供するほか、会館の状態を良好に維持するため、各種設

備等の修繕工事等を実施している。 

 また、会館内にある貸会議室については、会館入居者へ優先的に貸出している。 
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（2）収益事業 

 民間業者に対し店舗等のスペースを貸付け、郵便局や飲食店等を設置し、会館

入居者や近隣住民の利便性向上を図っている。    

また、会館内にある貸会議室については、入居団体が使用していない時間帯に、

広く一般に貸出している。 

 

4 都道府県有財産の損害に対する相互救済事業（公益目的事業４） 

（1）建物共済事業 

当事業は、地方自治法第 263 条の２に基づき、都道府県有財産等（水力発電用

機械を除く）の火災、水災、震災その他の災害の被害を相互救済する共済事業で

ある。 

47 都道府県等から共済業務を受託し、災害に際して災害共済金の給付及び災害

見舞金の交付を行っている。 

 

（2）機械損害共済事業 

当事業は、建物共済事業と同様、地方自治法第 263 条の２に基づき、都道府県

有財産等の水力発電用機械の被害を相互救済する共済事業である。 

24 都道府県から共済業務を受託し、災害に際して災害共済金の給付及び災害見

舞金の交付を行っている。 

 

5 法人の運営 

  当法人は、法令及び定款に基づいて理事会及び評議員会を開催し、所要の事項

について決議・報告を行っている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災者生活再建支援法に基づく自然災害による 

被災者の生活再建支援事業（公益目的事業１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

1 被災者生活再建支援金の支給 

 令和６年度は、総額 13,668,625 千円の被災者生活再建支援金を支給した。内

訳は、東日本大震災では 916,250 千円、平成 28 年熊本地震では 242,375 千円、

令和４年福島県沖を震源とする地震では 320,000 千円、令和５年梅雨前線による

大雨災害では 437,062 千円、令和６年能登半島地震では 11,227,562 千円、それ

以外の災害については 525,375 千円の支給となっている。 

令和６年度に発生した新たな支援法適用災害は、「令和６年７月 25 日からの

大雨による災害（山形県酒田市・戸沢村・遊佐町）」、「令和６年９月 20 日か

らの大雨による災害（石川県輪島市・珠洲市）」、「令和７年２月 26 日に発生

した強風による災害（岩手県大船渡市）」であり、これらによる支給額は

117,375 千円となっている。 

 

2 会 議 

被災者生活再建支援事業運営委員会 

（1）開催日 令和６年６月 13 日付け（書面開催） 

議 事 令和５年度被災者生活再建支援事業報告（案）及び同事業決算（案）

について 

（2）開催日 令和７年１月 17 日付け（書面開催） 

議 事  令和７年度被災者生活再建支援事業計画（案）及び同事業予算（案）

について 

 

 【被災者生活再建支援事業運営委員会委員名簿】 

（令和７年３月 31 日現在） 

職 氏 名  

  秋 田 県 知 事  佐 竹 敬 久  

 ◎ 神 奈 川 県 知 事 黒 岩 祐 治 （◎：委員長） 

 岐 阜 県 知 事  江 崎 禎 英  

 福 井 県 知 事 杉 本 達 治  

 山 口 県 知 事 村 岡 嗣 政  

 愛 媛 県 知 事 中 村 時 広  

 沖 縄 県 知 事 玉 城 デ ニ ー  

 

 









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県行政の円滑な運営と進展に資する活動を行う 

団体の支援事業（公益目的事業２） 
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地方自治振興事業助成金の交付 

 

令和６年度は、全国知事会からの申請を受け、全国知事会の諸活動のうち、常任

委員会・特別委員会等の活動経費、行財政に関する調査研究経費、広報経費等を対

象に、38,990 千円の助成を行うことを決定した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県会館の管理運営事業 

（公益目的事業３及び収益事業１） 
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1 事務所の提供（公益目的事業） 

都道府県東京事務所及び都道府県行政に密接な関係がある団体に、都道府

県会館内の事務室を貸与している。 

令和６年度末において 45 都道府県の東京事務所（分室を含む。）並びに

全国知事会等関係団体８団体が入居しており、令和６年度の管理料は

467,853 千円、賃料は 76,904 千円となった（入居団体は「都道府県会館 入

居者一覧」のとおり）。 

 

2 都道府県及び入居団体への会議室の提供（公益目的事業） 

会館内にある貸会議室について、都道府県や入居団体に、周辺施設の相場

よりも低廉な価格で優先的に貸出しを行っている。 

令和６年度の貸出し件数は 972 件、会議室使用料は 24,504 千円となり、

前年度との対比で約 1,491 千円の増収となった。 

 

3 外部への会議室の提供（収益事業） 

上記２のとおり、会館内にある貸会議室は都道府県や入居団体への貸出し

を優先しているが、これらの団体の使用がない時間帯に、広く一般にも貸出

しを行っている。 

令和６年度の貸出し件数は 539 件、会議室使用料は 29,370 千円となり、

前年度との対比で約 3,438 千円の増収となった。 

 

4 民間業者への店舗貸付け（収益事業） 

入居者や会議室利用者の他、近隣住民や近隣在勤者の利便性向上を目的と

して、郵便局や飲食店等の民間８業者へ店舗を貸付け、またコンビニエンス

ストア、自動販売機については営業委託を行っている。 

令和６年度の貸付けによる賃料は 33,750 千円、営業委託による収益は

3,174 千円となった。 

 

5 その他 

      会館の適切な管理・運営のため、設備等の更新・修繕を順次実施した。主

な工事は以下のとおりである。 

 

（1）建築工事 

  ・１０１大会議室の漏水対策としてシーリングの更新及び防水工事 

 

（2）電気設備工事 

  ・サブ変電設備の計器類の経年劣化による更新 

 

（3）情報通信設備工事 

  ・構内ネットワーク設備の構成機器のサポート期限到来による更新 

  ・構内ＴＶ放送設備（ＣＣＴＶ）の構成機器のサポート期限到来による更新 
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（4）空調設備ほか工事 

  ・エントランス・ロビー等の空調機器（エアーハンドリングユニット）の

構成部品の経年劣化による更新 

  ・地下店舗等の空調機器（ファンコイルユニット）の経年劣化による更新

（27 台） 

  ・地下駐車場用泡消火設備の一斉開放弁の経年劣化による更新（94 台） 
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都道府県会館 入居者一覧 

令和７年３月 31日現在 

階 数 入  居  団  体  等 

15 階 新潟県東京事務所、宮崎県東京事務所、 

北海道東京事務所（分室）、岩手県東京事務所（分室）、 

東京都事務室、自治体衛星通信機構（東京局）、地域医療振興協会 

14 階 千葉県東京事務所、石川県東京事務所、岐阜県東京事務所、 

徳島県東京本部、長崎県東京事務所 

13 階 山形県東京事務所、富山県首都圏本部、山梨県東京事務所、 

静岡県東京事務所、兵庫県東京事務所 

12 階 宮城県東京事務所、福島県東京事務所、長野県東京事務所、 

和歌山県東京事務所、鹿児島県東京事務所 

11 階 栃木県東京事務所、三重県東京事務所、島根県東京事務所、 

愛媛県東京事務所、佐賀県首都圏事務所 

10 階 福井県東京事務所、鳥取県東京本部、岡山県東京事務所、 

熊本県東京事務所、沖縄県東京事務所 

９ 階 茨城県営業戦略部東京渉外部、神奈川県東京事務所、 

愛知県東京事務所、奈良県東京事務所、香川県東京事務所 

８ 階 群馬県東京事務所、埼玉県東京事務所、滋賀県東京本部、 

京都府東京事務所、都道府県記者クラブ 

７ 階 青森県東京事務所、秋田県東京事務所、大阪府東京事務所、 

山口県東京事務所（分室）、都道府県センター事業部（被災者生活

再建支援基金課・災害共済課） 

６ 階 全国知事会、地方自治確立対策協議会地方分権改革推進本部、 

自治体衛星通信機構 

５ 階 全国都道府県議会議長会、福岡県東京事務所（分室）、 

自治医科大学、地域社会振興財団、地域医療振興協会、 

全国高速道路建設協議会、都道府県センター管理部、 

都道府県センター事業部被災者生活再建支援基金課（審査業務）、 

貸会議室（501,502会議室） 

４ 階 貸会議室（401,404～410会議室）、大分県東京事務所 

３ 階 知事会会議室、特別会議室、スタジオ 

２ 階 郵便局 

１ 階 101大会議室 

地下 

１階 

赤坂歯科診療所、アヅマ理髪館、ファミリーマート（コンビニ） 

蕎麦処こいけ（蕎麦）、上海大飯店（中華料理）、 

New Spineクリニック東京（整形外科）、防災センター 

※ 「分室」とあるのは、東京事務所分室を指し、職員が常駐していない場合

があります。 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県有財産の損害に対する相互救済事業 

（公益目的事業４） 
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Ⅰ 建物共済事業 

 

 

1 災害共済金及び災害見舞金の支払 

令和６年度の共済基金分担金収入額（解約返戻金差引後）は 484,740 千円 

（対前年度比 0.21%増）となり、災害共済金と災害見舞金を合わせた支払額

は 287,124 千円（同 49.17%減）となった。 

また、共済基金分担金総額に対する災害共済金及び災害見舞金の合計額の

割合を示す損害率は、前年度の 116.79％から 59.23％へ減少した。 

（資料参照） 

そのうち、平成 29 年度より基率を大幅に引き上げた風力発電設備につい

ては、当年度７件支払い損害率は 388.90％であった（令和５年度損害率

368.39％）。また、罹災報告を受けているものの未請求の案件が１件ある。 

以上により、令和６年度の事業収支差額 149,807 千円を建物共済事業業務

規程に基づき共済備金積立資産へ繰り入れた。 

（単位：千円） 

 

(1)  災害共済金 

① 共済加入状況 

令和６年度において、47 都道府県等から受託した物件の共済責任額につ

いては、3,390,599,275 千円（対前年度比 1.37%増）となっており、これに

係る共済基金分担金は、484,740 千円（同 0.21%増）となっている。 

    

② 共済基金分担金平均基率 

共済責任額千円に対する共済基金分担金の基率は平均 0.14 で、事業開始
時（昭和 27 年）の 5.06 の 2.76％相当となっている。  

   
     共済基金分担金      484,740 千円 
                        ×1,000 円≒0.14/千円 
     共 済 責 任 額  3,390,599,275 千円 

 

  ③ 災害共済金の状況 

令和６年度の災害共済金については、支払件数 301 件（対前年度比 58.13%

減）で、災害共済金の支払額 144,992 千円（同 70.86%減）となっている。支

払額は、江津高野山風力発電所６号発電機（ナセル）（島根県）の 42,819 千

円や古代出雲歴史博物館博物館（本館）（島根県）の 29,430 千円、教職員

住宅５０号宿舎教職員住宅（新潟県）の 4,787 千円が上位の高額支払いとな

った。 

 罹災物件を用途別に区分すると､件数が最も多いのは学校の 112 件で全体

数の 37.21%を占め、支払額が最も多いのは風力の 55,547 千円で全体の

38.31%を占めている。 

支払額
 b

損害率
b/a

支払額
c

損害率
c/a

支払額
b+c

損害率
（b+c）/a

全体 484,740 144,992 29.91% 142,131 29.32% 287,124 59.23%

（うち風力発電） 14,283 55,547 388.90% 0 0.00% 55,547 388.90%

加入物件
分担金収入

 a

災害共済金 災害見舞金 合計
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 同じく、罹災原因別に区分すると、自然災害が最も多く 143 件で、全件数

の 47.51%を占めており、支払額も 106,389 千円で全体の 73.38％となって

いる。 

 

(2) 災害見舞金 

  災害見舞金は、能登半島地震（R6.1.1）、その他の地震による被害の申請

に対する交付であり、令和６年度は、94 件（対前年度比 33.80%減）、

142,131 千円（同 111.09%増）を交付した。 

平成 28 年度に処理を終えた平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災

による見舞金の申請は、特別に申請期限の延長を承認した福島県の立入制限

区域内の案件 11 件について、引き続き申請期限の延長を行っている。  

罹災物件を用途別に区分すると､件数が最も多いのは図書館美術館等の施

設が 39 件で全体数の 41.49%を占め、支払額についても 62,518 千円と全体の

43.99%を占めている。 

同じく罹災原因別に区分すると地震と津波の２種類だが、令和６年度は地

震のみで、件数は 94 件、災害見舞金支払額は 142,131 千円であった。 

 

2 会 議 

(1)  令和６年度 都道府県センター建物共済業務担当課長・班長会議 

日 時 令和６年 10 月 25 日（金） 

議 事 ・令和５年度建物共済事業の経営状況について 

・令和６年度建物共済加入物件罹災状況について  

・建物共済事業に係る留意事項について 

・建物共済事業に関するアンケート結果等について  

 

3 規程の改正等 

令和６年度においても、引き続き本事業における加入団体間の公平性確保に

努めた。 

  また、サーバー更改や Windows11 動作検証など共済システムの改修も実施し

た。 

 

4 その他 

平成 29 年度に実施した２回目のリスク調査の結果を踏まえ、支払準備資産に関

する規程に基づく限度額（285 億円）を目途に、共済備金積立資産（当年度末

残高 223 億円）への積立を継続することとしている。  
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Ⅱ 機械損害共済事業 

 

 

1 災害共済金及び災害見舞金の支払 

 令和６年度の共済基金分担金収入額（解約返戻金差引後）は、377,627 千円（対

前年度比 5.76%増）、災害共済金支払額は 55,909 千円（同 91.90%減）となってい

る。 

また、令和６年度の事業収支差額 291,096 千円を機械損害共済事業業務規程に

基づき共済備金積立資産へ繰り入れた。 

 

(1)  災害共済金 

①  共済加入状況 

令和６年度は 24 都道府県となっており、加入物件数（管理事務所を含む）

は、342 件となった。 

共済責任額は、295,334,221 千円（対前年度比 5.67%増）で、これに係る共済基

金分担金は 377,627 千円（同 5.76%増）となっている。           （資料参照） 

 

②  災害共済金の状況 

支払件数は３件で、災害共済金 55,909 千円（対前年度比 91.90%減）を支払っ

た。支払額は、新潟県胎内第四発電所の 44,838 千円が高額支払いとなった。 

なお、共済基金分担金に対する災害共済金の割合を示す損害率は、14.80％と

なっている。                                        

 

(2)  災害見舞金 

   該当なし 

 

2 会 議 

機械損害共済業務調査員会議 

  日 時 令和６年 11 月 22 日（金） 

議 事 ・災害共済金支払案件の罹災状況について（令和５年度支払分） 

・令和５年度機械損害共済事業経営状況について 

・令和７年度機械損害共済加入契約に係る新調達価額算定係数及び 

無事故割引率について 

 

 

3 規程の改正等 

平成 28 年４月１日に改正した「新調達価額の決定について」（理事長通知）に

基づき、令和７年度の加入契約に適用する新調達価額算定係数の算出を行った。 

 

４ その他 

建物共済事業と同様、平成 29 年度に実施した２回目のリスク調査の結果を踏ま

え、支払準備資産に関する規程に基づく限度額（115 億円）を目途に、共済備金積

立資産（当年度末残高 109 億円）への積立を継続している。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 人 の 運 営



16 

1 理事会・評議員会の開催 

 

令和６年度における当法人の理事会及び評議員会の開催状況は以下のとおりで

ある。議案はいずれも原案どおり可決され、報告は了承された。なお、令和７年

３ 月 31 日現在の当法人の役員等は、資料のとおりである。  

 

（1）令和６年度第１回理事会（決議の省略） 

   日 時 令和６年４月 15 日 

   議 事 ・都道府県会館の保全管理に関する全国知事会への報告等について 

 

（2）令和６年度第２回理事会（決議の省略） 

   日 時 令和６年５月７日 

   議 事 ・評議員会への付議事項について 

 

（3）令和６年度第１回評議員会（決議の省略） 

   日 時 令和６年５月 24 日 

   議 事 ・評議員の選任について 

       ・理事の選任について 

       ・監事の選任について 

 

（4）令和６年度第３回理事会（開催・ウェブ会議システム利用） 

   日 時 令和６年６月 17 日 9:27～９:47 

   場 所 都道府県会館 

   議事・報告 

       ・令和５年度事業報告及び決算について 

・理事長及び常務理事の職務執行状況について 

       ・令和５年度における利益相反取引について（理事長） 

       ・令和５年度における利益相反取引について（常務理事） 

 

（5）令和６年度第２回評議員会（報告の省略） 

   日 時 令和６年６月 26 日 

   報 告 ・令和５年度事業報告及び決算について 

 

（6）令和６年度第４回理事会（決議の省略） 

   日 時 令和６年９月 19 日 

   議 事 ・公益財団法人都道府県センター使用規則の一部改正について 

 

（7）令和６年度第５回理事会（開催） 

   日 時 令和７年２月６日 13:00～13:15 

   場 所 都道府県会館 

議事・報告 

 ・令和７年度事業計画及び予算について 

       ・公益財団法人都道府県センター使用規則の一部改正について 
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       ・公益財団法人都道府県センター資金の管理運用に関する規則の一

部改正について 

       ・理事長及び常務理事の職務執行状況について 

 

（8）令和６年度第６回理事会（決議の省略） 

   日 時 令和７年３月 21 日 

   議 事 ・公益財団法人都道府県センター就業規則の一部改正について 

       ・公益財団法人都道府県センター事務局職員の給与に関する規則の

一部改正について 

 

 

2 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況 

  

（1）体制整備に関する決定事項について 

令和６年度の体制整備に関する理事会での決定事項は以下のとおり。 

 

決議の日 項目 概要 

R6.9.19 公益財団法人都道府県

センター使用規則（一

部改正） 

「都道府県会館の管理運営上の課題に関する

報告書」について、令和６年７月31日の全国

知事会理事会において了承、同年８月２日の

全国知事会議に報告し、管理料及び共益費の

引き上げ、また費用の変動に対応した共益費

料金改定の仕組みの導入について決定された

ことを受け、改正を行った。 

・令和７年４月１日施行 

R7.2.6 

 

公益財団法人都道府県

センター使用規則（一

部改正） 

令和７年４月１日から WEB 上で会議室申込・

受付等の作業を完結できる新しい会議室シス

テムを導入することに伴い、会議室の使用方

法及び料金を見直すため、改正を行った。 

・令和７年４月１日施行 

R7.2.6 

 

公益財団法人都道府県

センター資金の管理運

用に関する規則（一部

改正） 

資金運用に係る管理体制の強化を図るため、

資金運用ガイドラインを制定するとともに、

事務局内に資金運用委員会を設置することと

し、これらの関係規程等を別に定めるため、

改正を行った。 

・令和７年２月６日施行 

R7.3.21 公益財団法人都道府県

センター就業規則（一

部改正） 

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法

律（平成 6 年法律第 33 号）の一部改正に伴

い、改正を行った。 

・子の看護等に係る特別休暇の取得要件の拡

大、等 

・令和７年４月１日施行 
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決議の日 項目 概要 

R7.3.21 公益財団法人都道府県

センター事務局職員の

給与に関する規則（一

部改正） 

一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25

年法律第 95 号）の一部改正に伴い、改正を

行った。 

・扶養手当について、配偶者に対する手当を

廃止し、子に対する手当の額を増額 

・通勤手当に係る月額の支給上限額を１か月

あたり 15 万円に引き上げるとともに、支

給要件を明確化、等 

・令和７年４月１日施行 

 

（2）体制の運用状況について 

 ①規程等の整備については以下のとおり。 

 

規程等 概要 

公益財団法人都道府県センター事務

局職員の給与に関する規則施行規程

（一部改正） 

人事院規則の一部改正（令和６年 12 月 25

日）に合わせ、管理職手当の改正を行った。 

・令和７年２月４日施行、令和６年４月１日

適用 

公益財団法人都道府県センター資金

運用委員会規程の制定 

公益財団法人都道府県センターが保有する資

金の適切かつ効率的な管理運用を行うため、

資金運用委員会を設置することに伴い、制定

した。 

・令和７年２月６日施行 

公益財団法人都道府県センター会議

室使用規程（一部改正） 

令和７年度から新しい会議室予約システムを

導入するにあたり、会議室の予約及び貸出方

法を変更することに伴い、改正を行った。 

・紙での使用申込からシステム（WEB）での

使用申込に変更 

・現金による支払いを廃止 

・反社会的勢力の排除を明確化 

・会議室申込受付期間の早期化 

・会議室使用を時間単位に変更、等 

・令和７年４月１日施行 

公益財団法人都道府県センター随意

契約運用指針（一部改正） 

随意契約の基準額については、国の前回改正

時（昭和 49 年）からの企業物価指数の上昇

率を踏まえ、国の引上げと合わせ 1.6 倍と

する地方自治法施行令の改正を行う（令和７

年４月１日施行）ことに伴い、改正を行っ

た。 

・随意契約できる額の上限見直し 

・令和７年４月１日施行 
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公益財団法人都道府県センター事務

局職員等の旅費に関する規程（一部

改正） 

国家公務員等の旅費に関する法律の改正に伴

い、改正を行った。 

・原則として、実費を支給することとし、宿

泊費等についても現行の定額支給から実費

支給（上限額あり）へ変更 

・移動及び宿泊が一体となったもの（パック

旅行）について支給するため、包括宿泊費

を新設 

・日数に応じ定額支給する日額旅費を廃止

し、宿泊を伴う場合に定額で支給する宿泊

手当を新設、また海外旅行については、旅

行に係る諸経費を支給するため、渡航雑費

を新設、等 

・令和７年４月１日施行 

公益財団法人都道府県センター事務

局職員の給与に関する規則施行規程 

「一般職の職員の給与に関する法律の一部改

正」及び「人事院規則の一部改正」等に伴

い、改正を行った。 

・職員の５段階評価における記載内容を変更 

・前年の昇給日後に昇格した職員の昇給の号

給数の調整を削除 

・定年前再雇用短時間勤務職員以外の職員の

管理職員特別勤務手当（週休日等の支給

額）の一部変更 

・定年前再雇用短時間勤務職員の管理職員特

別勤務手当（週休日等の支給額）を新設、

等 

・令和７年４月１日施行 

公益財団法人都道府県センター事務

局職員の育児休業及び介護休暇等に

関する規程（一部改正） 

「国家公務員の育児休業等に関する法律の一

部改正」及び「国家公務員法に基づき、人事

院規則の一部改正」に伴い、改正を行った。 

・育児時間の取得範囲の拡大 

・超過勤務の免除、等 

・令和７年４月１日施行 

 

②公益財団法人都道府県センター資金運用ガイドラインの制定 

 公益財団法人都道府県センターが保有する資金の適切かつ効率的な管理運用を

行うため、資金運用ガイドラインを制定した。 

・令和７年３月４日施行 

 

③当法人ウェブサイトへの新しい会議室予約システムの導入 

 新しい会議室予約システムを導入し、当法人ウェブサイトから、WEB 上で会議

室申込・受付・請求書等の電子送付等の作業を完結できるようにした。 

・令和７年４月１日使用開始 
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 公益財団法人都道府県センター役員等名簿 
 

令和７年３月 31日 

役職名 職 氏名 

評議員 福島県知事 

茨城県知事 

大阪府知事 

徳島県知事 

鹿児島県知事 

内堀  雅雄 

大井川 和彦 

吉村   洋文 

後藤田 正純 

塩田  康一 

理事長 

理事 

 

 

 

 

 

常務理事 

宮城県知事 

青森県東京事務所長 

長野県東京事務所長 

岐阜県東京事務所長 

滋賀県東京本部長 

岡山県東京事務所長 

宮崎県東京事務所長 

全国知事会事務総長 

村井  嘉浩 

𥱋 田  潮 

出川  広昭 

山田  育康 

中 村  守 

浜 原  敬 

長谷川  武 

中島  正信 

監事 神奈川県東京事務所長 

富山県首都圏本部長 

香川県東京事務所長 

水町  友治 

飯 田  裕 

森岡  英司 

会計監査人 監査法人 清泉監査法人 

（評議員５名、理事８名、監事３名） 
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令和６年度は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第34条第

３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しない。したがっ

て、令和６年度事業報告においては、附属明細書は作成しない。 

 

令和７年６月 

公益財団法人都道府県センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


